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直接・間接全要素生産性の理論と計測
浜　口 野
鼠
　本論文は全要素生産性（Total　Factor　Productivity，以下TFPと略す
る）分析の新たな展開を図ろうとするものである。従来のTFPとは異な
る，新しい概念として，直接・間接TFPを定義し，その経済理論的背
景，政策的含意を考察すると同時に，日・米のデータを用いて，実際に計
測を行なっている。
　本論文の構成は次のとおりである。第1節では，TFPという概念その
ものについて若干の解説を行ない，第2節で，本研究の主要な貢献であ
る，直接・間接TFPという新概念を導入し，くわしく検討する。第3節
では，第4節で行なう，TFPの国際波及の分析の準備として不可欠な国
際産業連関分析のモデルを構築する。第3，4節で開発したモデルにもと
ずく，直接・間接TFP分析の実証研究の結果は，第5以上紹介される。
結語をそえて，本論文はしめくくられる。
第1節　全要素生産性の定義と理論
　TFPは生産工程に投入された全ての生産要素の生産性を示す概念であ
る。通常，ただ生産性といえぽ，労働生産性を意味するが，これは，多く
の生産要素の中の1つにすぎない労働だけの生産性である。こうした，い
わば「部分的」生産性と区別する意味で，全（又は，総）要素生産性とい
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う表現が使われているわけである。
　定義としてのTFP
　TFPは，次のように定義される。社会会計上の恒等式，
　　（1．1）PX＝ΣqjVj
は産出額がその生産に投入された生産要素額に等しいことを示す。ここ
で，Xは産出量，　Pはその価格，　qjとV」は，それぞれ，　j番目の生産
要素の価格と数量を表わす。（1．1）式の両辺を時間に関して全微分し，増
加率の形で書けば，
　　（・・）猷一Σ轟、（q・＋†・）
となる。ここで，記号「・」は各変数の増加率を表わす．例えば，X＝（∂X／
∂t）／Xである。tは時間を表わす。ここで，
（・・）ウーΣ鎌、†・
（・・4）a一Σ遺｛為、⇔・
を，それぞれ，集計された投入の数量と価格の指数と定義すれば，TFPの
増加率（E）は
　　　　　　バ　　　　　　バ　　　　　　パ　　　　　　　　　　　バ　　（1．5）　E＝X＿V＝⇔＿p
と定義され，TFPのレベルは，
　　（1．6）　E＝X／V＝q／p
となる。
　TFPと技術進歩
　以上は社会会計的にとらえたTFPであったが，これはあくまで定義
であって，特定の仮定や理論を背景に持つわけではない。（1．1）式を満す
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ような整合的なデータさえ入手でぎれば，いつでもTFPを計算できる。
しかし，このTFPを経済学的に解釈することも可能である。その解釈と
は，TFPの変化を「技術進歩」あるいは，「生産関数，又は，費用関数の
シフト」としてとらえる，というものである。実をいえば，TFPという
概念は経済成長理論で重要な役割を果す技術進歩を実際に計測しようとす
る試みの中から生れたといえる。この計測はTinbergen［1951コに始る
とされるが，Solow［1957］がきっかけとなって，盛んに行なわれるよう
になった1）。
　技術進歩率計測法は，まず，集計的生産関数，
　　（1．7）　X＝f（V1，　V2，……，　Vn，　T）
を考える。ここで，Tは関数のシフト・パラメターである2）。（1．7）式を
全微分して，増加率のタームで表わすと，
　　（・・）文一Σ憐長調・A
となる。①全ての財・要素市場で完全競争が成立つ，②生産関数は一次同
次である，③技術進歩はHicks中立的である，という3つの条件が満
されれぽ，A＝Eとなり，（1．5）式で定義した社会会計的概念としての
TFPと（1．8）式のAという技術進歩率が一致する。
　技術進歩，あるいは，生産関数のシフトという概念をもっと直感的に理
解するため，簡単なグラフを利用してみよう。（1．7）式をさらに単純化し
て，労働（L）のみを生産要素とする生産関数
　　（1．9）　X＝f（L）
を考え，これをグラフに表わしてみよう。a点からb点への動きは，労働
の増加に伴って産出量が増える効果をあらわす。これは，同一生産関数一ヒ
の動きである。これに対し，b点から。点への動きは，　f（L）→f’（L）とい
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う，生産関数のシフトの効果であって，生産要素投入量が全くふえなくて
も，産出量が増加しうることを示す。このシフトが技術進歩と呼ばれる現
象に他ならない3）。
　　　　　　X　　　　　　　図1．1技術進歩
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　すでに述べたように，技術進歩は生産関数のシフトとしてだけでなく，
費用関数のシフトとしてもとらえることがでぎる。これは，生産関数と
費用関数が双対（Dua1）の関係にあることからくる帰結である。厳密な
証明については，Ohta［1974コを参照されたい。このことは，定義として
の（社会会計上の概念としての）TFP指数が，（1．5）式で示されるよう
に，X－Vとしても奄一Pとしても定義できることに対応している。
第2節　全要素生産性と産業連関
　直接・間接TFPの経済学
　すでに述べたように，TFPの変化は，生産費がいかに節約されたかを
示す。従って，ある産業でTFPが上れば，その産業の生産費が下がるの
は，理解しやすい。実際，従来のTFP分析は，このような生産費節減効
4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　直接・間接全要素生産性の理論と計測
果を計測することが可能であった。しかし，TFPの効果は，このような
「直接」効果にとどまらない。TFP変化によって生産費の下がった産業の
生産物を中間財として使用する他産業でも「間接」的に生産費が下がるは
ずである。ここで重要なのは，中間財が国際間で貿易されるため，ある国
で起ったTFPの変化が貿易相手国産業の生産費を下げることもありうる
という点である。例えば，日本の鉄鋼産業でTFPが上昇すると，まず，
日本博鉄鋼の生産費が下がるが，鉄鋼を主要中間投入財として使用する日
本の自動車産業の生産費が下り，さらに，日本の鉄鋼がアメリカに輸出さ
れ，アメリカの自動車産業でも使用されるとすれば，やはり，アメリカ車
の生産費も下落するであろう。
　このような効果が，どのように測られるかを簡単なモデルを使って，考
えてみよう3〕。2部門モデルを考え，各部門の生産関数が，
（2。1）　X1＝f1（K1，　L1，　X2，　T1）
（2．2）　X2＝f2（K2，　L2，　T2）
であるとする。ここで，X」，　Kj，　L」は，それぞれ，　j部門の産出量，資本
投入，労働投入である。Tjはj部門の生産関数，　fjのシフト・パラメタ
ーで，技術進歩項ないし，TFP指数でもある。（2．1），（2，2）式を全微分
して，増加率の形で書けば，
　　　　　　ム　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　バ　　（2．3）　E1＝X1一θKIK一θLIL一θ21×2
　　　　　　バ　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　バ　　（2．4）　E2＝X2一θK2K2一θ正2L2
ここで，EjはTFP指数である。θKj（θLj）は第j部門における資本（労
働）の要素分配率であり，θ21は第2財の第1部門における分配率である。
ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バX2が両方程式に現われていることに注目し，（2．4）式をX2について解
き，（2．3）式に代入すると，
5
　　（2．5）食、＋θ，、食，一文一θ。、良rθ・、亡、一θ、、［θ。、良、＋θ・、亡、］
となる。経済は今や「垂直に統合」されたことになる。（2．5）式の左辺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムは経済全体のTFP増加率を表わすと解釈できる。　E1は第1部門の「直
　　　　　　　　　　　ハ接」TFPの増加率，θ21E2は第1部門の「間接」TFPの増加率であり，
両者をたして，「直接・間接」TFPと名づけることがでぎる。ところで，
このモデルは，実は，リカーシブ・モデルという特殊な形になっている。
すなわち，第1部門は本源的生産要素（資本と労働）の他に第2部門の生
産物を中間財として用いて，最終財のみを生産する。第2部門は中間財
を使わず，本源的生産要素だけを用いて生産を行なうが，生産物はすべ
て第1部門に中間財として供給され，最終需要には全く向かわない。中
間財の流れが，第2部門→第1部門へと一方的であるため，リカーシブ
・モデルと呼ばれるのである。この特殊性のため，システムを解いて，
（2．5）式のように直接・間接TFPを求めるのは比較的容易であるが，
中間財があらゆる部門の間で取引きされるような一般的なケースになれ
ぽ，直接・間接TFP導出はより複雑になる。一般的なケースについて考
察する際，双対関係を利用して，産出量より生産費に着目した方がわかり
やすい。
　直接・間接TFPの導出（社会会計学アプローチ）
　完全競争を仮定すると，各部門の粗生産物価格（PJ）は4），各財の生産費
に等しいから，
　　（2．6）　P1＝vKlqK十vLlqL十a11P1＋a21P2
　　（2．7）　P2＝vK2qK＋vL2qL＋a12P1十a22P2
ここで，qKとqLは，それぞれ資本のレンタル価格及び労働の賃金率であ
る。VKj，　VL」，及びaiJは，それぞれ資本，労働第i中間財のj部門で
の投入係数をあらわす。（2．6），（2．7）式を内生変数P1，　P2について解く
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と，
　　（2．8）　P1＝RKlqK＋RLlqL
　　（2．9）　P2＝RK2qK十RL2qし
ここで・Rh」はh要素のj部門での産出量1単位当りの直接・間接投入
量である。つまり，
　　斑・一（1鵠乏薯譜臨21
斑・一 i1聖蓋1長聖畿畿、、
　　　　　　　　　　　　　　（h＝Kl，　L）
（2。8），（2。9）式を全微分すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　ム　　（2．10）　P1＝dKlaK＋dLlaL一［一dKIRK1－dLIRL1］
　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　ム　　（2．11）　P2＝dK2亀K＋dL2qL一［一dK2RK2－dL2RL2］
ここでdK」（dLj）は資本及び労働の直接・間接要素分配率である。つま
り，dhj＝Rhj・qh／Pj（h＝K，　L；」＝1，2）である。ここで［コ内が直接・
間接TFPである。これに対し，直接TFPは（2．8），（2．9）式を解かず
に全微分して，
　　（2．12）　Ej＝・一一61KjぐKj＿θLj寺Lr．θ1jalr．θ2ja2」
　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　＝θKj今K＋θLj奄L十θLjP1十θ2jP2－Pj
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（j＝1，2）
として求められる。
　（2．10），（2．11）式から，直接・間i接TFPの変化率は産出物1単位
当りの資本と労働の投入量の変化率の加重平均になっていることがわか
る。加重平均のウェートは，直接・間接要素分配率である。これに対し，
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直接TFPの変化率は，（2．12）式からわかるように，生産物1単位当りの
直接投入量の変化率の加重平均であり，その際のウェートは直接投入に関
する要素分配率である。
　直接・間接TFPの導出（費用関数アプローチ）
　ここで本節の冒頭で述べた命題つまり，ある産業でのTFP変化が，
他産業の生産費に影響を及ぼすという点をより明確化するため，直接・間
接TFPの別な導出法を示しておこう。同じ2部門モデルで，各部門の費
用関数は，
　　（2．13）　P1＝g1（P1，　P2，　qk，　qL，　T1）
　　（2．14）　P2＝g2（P1，　P2，　qk，　qL，　T2）
全微分して増加率の形にすれば，
　　　　　　ヘ　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　（2．15）　P1＝θ11P1＋θ21P2十θklak＋θLlaL－E1
　　　　　　ヘ　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　（2．16）　P2＝θ12P1＋θ22P2＋θk2ak＋θL2qL－E2
　　　　　　　バ　　　　　　ハとなる。これをP1，　P2について解き，行列の形で書けば，
　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム
（・・7）
m；：］一［∵、二1：：r｛［ll：；淵一［翻
各部門について，分解して書けば，
　　　　　　ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　バ　　（2．18）　P1＝（b11θk1＋b12θk2）ak＋（b11θL1＋b12θL2）aL一［b11E1＋b12E2］
　　（2．19）　P2＝（b21θk1＋b22θk2）ζlk＋（b21θL1＋b22θエ2）ζIL一［b21E1＋b22E2］
ここで，bijは（2．17）式の逆行列のij要素である。（2，10），（2．11）式
と比較すると，実は，
　　b11θk1＋b12θk2≡≡dkl　　　b11θL1＋b12θL2≡dI．1
　　b21θk1＋b22θk2≡dk2　　　b21θL1→一b22θエ2≡dL2
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となることが証明できる（付論参照）。従って，
　　　ム　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　バ［b11E1＋b12E2］≡〔ニーdk1Rk1－dLIRL1］
　　［b2tE1＋b22E2］…［一dk2Rk2－dL2RL2］
といえるわけである。つまり，（2．18），（2．19）式の［］内も全く同じ直
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　　　　バ接・間接TFP増加率となる。これら2式から明らかなのは，　P1，　P2とも
E1とE2両方の関数になっている点である。すなわち，各部門の生産費
はすべての部門の直接TFPの変化によって影響を受けるわけである。
　ここで，（2．6），（2．7）式と（2．13），（2．14）式のちがいについて考えて
みよう。（2，6），（2．7）式は，次のような3通りの解釈が可能である。第1
に，これら2式は，生産費を定義する会計的恒等式であると解釈でぎる。
この場合，計算されるTFPは社会会計上の概念であって，経済理論から
は独立である。第2に，これら2式はレオンチェフ型の費用関数と見るこ
ともできる。これは，固定投入係数を仮定する，周知のレオンチェフ型生
産関数，
　　（2．20）Xj＝Min（Kj，　Lj，　XIJ，　X2j，……，　X。j，　Tj）
の双対として導びかれる。ここで，Xijはi産業で生産され，1産業で投
入される中間財である。この解釈で問題になるのは，レオンチェフ型の生
産関数はTFPの経済分析の基礎となる新古典派理論になじまないとい
う点である。特に，固定投入係数のもとでは，限界生産力命題が成立しな
いと考えられる点が重要である4）。第3の解釈は，（2．6），（2．7）式が微
分可能な任意の費用関数の一階近似とするものである。実際，（2。15）式以
下の展開はこの第3の解釈を具体化したものといえる。本論文で行った計
測は（2．6），（2．7）式にもとつくものであるが，これには，基本的には
第1の解釈を適用すべきであるが，第3の解釈をとって，計測結果を経済
学的に分析することも行っている。この経済学的分析が意義のあるものか
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どうかは，その前提となっている新古典派の3つの仮定，市場の完全競争
性，生産関数の一次同次性，及び，技術進歩のヒックス中立性，が現実に
満されているか否かに依存する。これらについてのテストは今後の研究課
題として残しておきたい。
　直接TFPと直接・間接TFPの比較
　以上が，直接・間接TFPの定義と，その経済学的意味づけについての
考察であったが，これをふまえて，直接・間接TFPと従来の直接TFP
の相違についてまとめておぎたい。
　（a）従来のTFP計測は産出量1単位当りの直接投入量の変化を計算し
ていた。これに対し，直接・間接TFPの計測は産出量1単位当りの直
接・聞接投入量の変化を計算する。直接・間接投入量は本源的生産要素の
（直接）投入係数行列をレオンチェフ逆行列の左からかけることによって
計算される。直接・間接TFPの計測は従来のTFP分析と産業連関分析
を組み合わせたものといえる。
　（b）従来のいわゆる直接TFP分析は各産業の生産（又は費用）関数が
いかにシフトしたかを測る。これに対し，直接・間接TFP分析は，特定
の産業の生産費が自産業の費用関数のシフトによって直接に，自産業に中
間財を供給している他産業の費用関数のシフトによって間接的に，影響を
受ける度合いを計測する。換言すれぽ，直接・間接TFPは（自産業で
発生した）直接TFPと，（他産業で発生した）間接TFPの加重平均とな
る。この場合，「他産業」には，貿易相手国のものも含まれることに注意す
べきである。海外の諸産業で起ったTFP変化は自国産業の生産費にも影
響をおよぼしうるのである。
　（c）従来のTFP分析は本源的生産要素と中間財の基本的相違を無視し
ている。後者はモデルに登場するいずれかの産業で生産されるという意味
で内生変数であるのに対し，前脚はそれがどのように，どこで生産された
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かを，モデルが説明していないという意味で外生変数である。直接・間接
TFPの計測は一種の比較静学と解釈でぎる。つまり，　TFPという外生変
数の変化に対し，他の外生変数（本源的生産要素の価格）を一定として，
内生変数（産出物の生産費）がどのように変化するかを見るわけである・
そのため，本源的生産要素と中間財の生産工程における役割を明確に区別
することが直接・間接TFP計測においては重要なのである。
　（d）従来のTFP分析は直接投入のみを考慮してきたのに対し，直接・
間接TFP分析は間接投入も同時に考慮している。間接投入は当該産業で
使われる中間財に体化されている。別な見方をすると，直接・間接TFP
計測は直接TFP計測に登場する中間財価格の変化率を，その中間財を
生産した産業のTFP変化，そこで投入された本源的生産要素と中間財の
価格変化で置きかえる過程といえる。この過程がくりかえされれぽ，極信
的には，中間財はモデルから除去されることになる。ただし，輸入中間財
は例外として，除去されずに残る。というのは，輸入中間財はモデルに登
場しない外国産業で生産されるからである。もちろん，外国の産業をモデ
ルに組みこめば，その外国から輸入された中間財はやはり内生変数とな
る。そうするためには，外国の産業連関表が必要である。もし，世界各国
の産業連関表がすべて集められれぽ，あるいは，「自国以外の諸国を一括
した」産業連関表が入手できれば，中間財はモデルに全く登場しないこと
になる。そのようなことは非現実的であるが，本研究では，日・米の産業
連関表を中間財の貿易マトリックスで連結して，日・米産業間の生産費の
相互依存関係を明示的にモデルに組みこんでいる。
　関連する諸研究
　最：後に，直接・間接TFPと関連した最近の諸研究について簡単な展望
をしておきたい。第1に，産業連関分析では，周知のように，最終需要1
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単位当りの必要労働投入をしばしば計算する。Gupta－Steedman［1977コ
はこの必要量の時系列変化を分析している。彼らはこの必要量を生産性の
「システム」測度と名付け，通常の労働生産性を「産業」測度と呼んで両
者を区別している。前者は直接・間接TFPに近い概念であるが・あくま
で労働投入についてのみの計測である6）。
　第2に，国際貿易理論の重要な発展分野の1つはHeckscher－Ohlinモ
デルに中間財と技術進歩を導入するという試みである。例えば，Casas
［1972］は2部門モデルの一方の産業でHicks中立の技術進歩が起れば，
自産業の産出量は増加するが，他方の産業の産出量は減少することを証明
している。
　第3に，Hulten［1978］は成長会計（growth　accounting）の一般均衡
モデルの解として，「有効生産性変化率（effective　rate　of　productivity
change）」という概念を提示している。彼のモデルは各産業のTFPと各
本源出生産要素の供給を外生変数とし，各産業の粗生産物，最終需要，中
間財と本源的生産要素の数量と価格を内生変数としている。Hultenモデ
ルは，筆者のモデルを特殊ケースとして含む，より一般的なモデルといえ
るが，あまりに一般的すぎて，Hulten自身が認めるように，実証分析に
は使えない。
　第4に，Griliches－Lichtenberg［1984］，　Scherer［1982，1984］，　Ter・
1eckyj［1980］等は，　R＆D投入の産業間フローを分析している。彼ら
の分析では，R＆D投入は中間財としてだけでなく，生産工程としても
とらえられている。生産工程としてとらえる場合には，R＆Dは，本源
的生産要素でもあることになる。換言すれば，彼らの分析は，本源的生
産要素の一部を内生化することに成功しているわけである。この点で筆者
の分析より一歩進んでいるといえるが，彼らの分析は，R＆D以外の中
間財については内生変数あつかいをしていない。
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第3節　国際産業連関分析のフレーム・ワーク
　基本モデル
　すでに述べたように，中間財の貿易を通じて，1国でおぎたTFPの変
化は他国の生産費にも影響を及ぼす。この効果を実際に計測するために
は，国際産業連関表が必要である。本節では国際産業連関分析のモデルを
構築し，TFPの国際波及をくみこんだ直接・間接TFP指数を導出する
次節へのつなぎとしたい。国際産業連関表は複数国の産業連関表を，それ
らの国の間の貿易マトリックスで連結したものである。図3．1は2国のみ
からなるもっとも単純なケースについての国際産業連関表のひな型が示さ
れている。ここで，
　　　　　　　　　　　図3．1　国際産業連関表
「一 『一 一一一u｝ i? 1XJJ
鼈
XJUFJJ｝FJU
’　1
XUJxuuFUJFuu
　Xklはk国から1国への中聞財の流れを示す行列であり，そのij要素
はi産業で生産され，j産業で使用される中間財を示す。　k＝1の場合は通
常の産業連関表になり，kキ1の場合は，　k，12国間の中間財の貿易マト
リックスである。Fk1はk国から輸出され，1国によって最終需要とし
て輸入される財のベクトルである。国際産業連関表は，地域連関表の応用
といえる7）。後者における地域と国との関係が，前者の国と世界という
謁係とアナロガスになっているわけである。地域連関表には地域間交易
（国際間貿易に対応する）の処理の仕方に応じて，いくつかのタイプが
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あるが，本研究ではIsard［1951］によって開発され，　Moses［1955］と
Chenery［1956］によって改善された，いわゆる「地域聞モデル」を使用
する8）。国際産業連関表は，Wonnacott［1961］によって最初に作製さ
れ，分析された。最初の日米連結表はWatanabe［1966］によって作製
された。Ishida［1978］はこれよりもさらにディス・アグリゲートされた
表（アジア経済研究所作製の1970年表）をつかって分析を行っている。
Yorozu［1978］は国際産業連関表の異時点間（1965－70）比較を最初に
行った。Yorozuの研究も日米についてであったが，ここにあげたいずれ
の研究もTFP分析とは無関係である。
　本研究で使用されるモデルは，日本，米国，及び第3国の3地域からな
る静学的オープン・レオンチェフモデルである。日本経済に関するバラン
ス方程式は，
　　　　　　け　　　　　　　　　　　ユ　　（3．1）ΣX揮＋ΣXが＋FfJ＋理u＋XIR二Xl．
　　　　　　　　　」＝1J＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　（i＝1，　　一，．・．・，　n）●
アメリカについては：，
　　　　　　ロ　　　　　　　　　　け　　（3．2）ΣX『十ΣX穿＋FF」一トFFu＋XFRこXF
　　　　　　　　　j罪ユ」；1
　　　　　　　　　　　　　　　　　（i＝1，　　9，。・・．，　r1），
そして，第3国については，
　　　　　　ロ　　　　　　　　　ロ　　（3．3）ΣX轟」＋ΣX暑u＋FP＋理u＝Mi
　　　　　　j－1　　　　　j目1
　　　　　　　　　　　　　　　　　（i二1，　　陰・○一・，，　n），
ここで，X昌1はk国のi産業で生産され，1国のj産業で使用される中
間財である。畔1はk国のi産業で生産され，1国の最終需要を満す財で
ある。Xドはk国のi産業で生産され，第3国で中間財又は最終財と
　14
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して使用される財を示す。X』まk国のi産業の粗生産である。　Miは
第3国の日・米からのi財の総輸入である。上付きのそえ字，J，　u，　Rは，
それぞれ，日本，米国，第3国をあらわす。
　ここで投入係数
（3．4）　a習＝xi？／Xl
　　　　　（k，1＝J，U；i，」＝1，……，　n）．
を定義する。Ak1をa島1から成る行列とすれば，（3．1）と（3．2）は行列形
式で，
　　（3．5）　AJ」XJ＋A」uXu＋FJJ＋F」u＋XJR＝X」，
　　（3．6）　AuJXJ＋AuuXu＋FuJ＋Fuu＋XuR＝Xu，
と書きなおせる。ここで，Fk1は，　k国が供給し，1国の最終需要を満す
財のベクトル，XJR（XUR）は日本（米国）の第3国への輸出ベクトル，　XJ
（xu）は日本（米国）の粗生産のベクトルである。この方程式体系を粗生
産について解けば，
（・・） m鄭］一［∵1劃瓢＝慧∴1
　モデルの改訂
　投入係数，a晋は国内で生産された中間財（k＝1の場合）と輸入された
中間財（kキ1の場合）の両方を含む。この投入係数を次のように分解して
みる。
　　　　　　　　xkl　X玖・ΣX島1
　　（a8）・島1＝xiLΣ麦島1　kxrt島1　a｛・
　　　　　　　　　　　k
　　　　　　　　　　（k，1＝J，U，　R；i，　j＝1，……，11），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
　ここで，碍は1国のj産業が使用するi財のうち・k国で生産され
た部分の割合を示す交易係数である。a｝jは1国のj産業が使用するi財
の総量が同産業の総投入に占める比率であり，通常の産業連関分析で投入
係数と呼ばれるものに当る。ただし，投入は輸入された中間財も含んで
いることに注意されたい。これに対し，a器1でk＝1の場合は，やはり投入
係数の一種ではあるが，輸入中間財は含まれない。このようにa馬1を分解
する意義は，碍とa｝」の変化が異った経済学的意味を持つことから生じ
る。al」は，いわぽ，「技術係数」であって，投入と産出の間の工学的関係
を表現しており，その変化は「技術進歩」と考えるのが適当である。これ
に対し，碍は技術的関係をあらわしているわけではない。それは，国産
中間財と輸入中間財の間の代替関係を表わす係数であって，その変化は，
輸入代替，あるいは輸入による国内生産の置換の程度を示す。
　しかし，kキ1の場合のX毎1のデータは米国を含む大部分の国で発表
されていない。そこで，本研究では，交易係数を次のように定義しなお
す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3，9）　tld＝（ΣX｝ll＋辞1）／Σ（ΣX馬1＋F｝1）
　　　　　　　　　　　　　　　　ロユ　　」＝1
　　　　　　　　　　　　（k，1＝J，U，　R；i＝1，……，　n）．
　ここで，分子は1国のk国からのi財の輸入を示す。分母は1国で
のi財の総供給（輸入＋国内供給）をあらわす。（3．9）式では2つの仮
定が追加されている。1つはtiy＝t野1がすべてのjについて成りたつと
いうもので，どの産業もそれぞれの中間財について国産のものと輸入した
ものを同じ比率で投入することを意味する。いま一つはこの国産対輸入の
比率が最終需要にも適用されるというものである。両方の仮定とも確らず
しも現実的とはいえないが，データの制約のもとでは比較的よい仮定だと
思われる。実際，MosesやCheneryがlsardの理論モデルを改訂し
16
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て，実証可能な地域連関モデルを構築した際に用いた仮定も本研究のもの
と同じである。
　再定義された交易係数を使えば，（3．5），（3，6）に代わる新しいバランス
方程式が次のようにして導びかれる。まず，Q｝をk国への董財の総供給
とすると，
　　　　　　　　け　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け　　（3．10）Qf＝ΣXI」＋FfJ＋ΣX琢＋FFJ＋ΣX擢＋F『J，
　　　　　　　　j－1　　　　　　　j－1　　　 　　　　　　　j－1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．11）QF＝ΣXIF＋理u＋ΣXgu＋FFu＋ΣX罪＋F罫u
　　　　　　　　j昌1　　　　　　　　　」蔦1　　　 　　　　　　　　j冨1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（i＝1，　　一・．一，．，　n）．
（3．9）式より，
　　　　　　　　　　ロ　　（3．12）tドQ｝＝ΣX島1＋Fド
　　　　　　　　　j冨1
　　　　　　　　　　（k，1＝」，U，　R；i＝1，　n）．
従って，新しいバランス方程式は，
　　（3．13）　X1＝t1JQ1＋ぜuQF＋XfR，
　　（3．14）　XF＝tFJQf＋tPuQF＋XyR
　　　　　　　　　　　　　　（i＝1，　・，．…　　，　n）．
なぜなら，
　　X穿＋X葛J＋X籍J＝a轟X∫，
　　X浬＋X呂u十X恐u＝a器xy，
　　　　　　　　　（i，」＝1，・・・…　，n）．
（3．13），（3．14）式は，行列形式で，次のように書き改めることができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
　　（3，15）　XJ＝TJJAJXJ＋TJuAuXu十TJJFJ十TJuFu十XJR，
　　（3．16）　Xu＝Tu」AJXJ十TuuAuXu十TuJFJ＋TuuFu十XuR，
ここで，
一［∴訓1：：：臨］
…［1卜［；1：欝］一［1：］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（k，1＝J，U，　R）
ただし，Tklはt｝1を対角要素とする対角行列である。　Akはk国の投
入係数行列，Xkはk国の総産出のベクトル，　Fkはk国の総最終需要の
ベクトルである。（3．15）と（3．16）の解は，
（・・7） mllH聯1二諜r［1調｛劉・［1慧］／
この解は直接・間接TFPの導出に利用することができる。
　しかし，前にも述べたように，直接・間接TFPの導出を考えるには，
（3．17）式のような数量の体系よりも，価格ないし生産費の体系の方がわ
かりやすい。ここで節を改め，（2，10），（2．11）式にもどり，これを本節の
分析をふまえて拡張する形で議論を進めたい。
　　第4節　全要素生産性と国際連関
　（2．10），（2．11）式を次の2点について拡張する。第1に，日・米の相
互貿易と両国の第3国からの輸入を明示的に組みこむ。この際，前節で開
発した国際産業連関分析のフレームワークを活用する。第2に，2部門を
　18
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n部門に拡張して，一般化をはかる。
　日本と米国の第j産業の生産費はそれぞれ次のように書ける。
　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．1）pl＝ΣpftfJ鴫＋ΣpFtFJ鴫＋Σ理tp鴫＋qちk1＋q旦j13，
　　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　 　　　　　　i＝11昌1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．1ノ）Py＝ΣPltlu娼＋ΣPFtFu娼＋Σ理t右舷＋q畏jky＋qEjly
　　　　　　　　　　　　　　　　　　i－1i－li－1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（j＝1，　　一一一一一一，　n）
ここで，pyは1産業の総生産物の価格，　tFhはh国のi財のm国
からの輸入に関する交易係数，略はh国のj産業におけるi財の投入
係数である。k？（11’）はh国の」産業の資本（労働）の投入係数である。
q聾j（q呈j）はh国1産業における資本（労働）の価格である9）。　（4．1），
（4．1’）の方程式体系を内生変数である，Plとpyについて解き，行
列形式で書けば，
（4．2） ［；1］一［∵需11鐸r
・｛［・］国・［1］回・［課Fl］［憐］／
ここで，Phはh国の粗産出物価格のnx1ベクトル，　A／hは鴫を要
素とするnxnの投入係数行列の転置行列，　Tmhはt騨を対角要素とす
るn×nの対角行列である。［k］（［1⊃は資本（労働）係数を対角要素と
する2n×2nの対角行列である。ただし，最初のn対角要素は日本の資
本（労働）係数，つまり，瑠（iDであり，残りのn対角要素は米国の
資本（労働）係数，つまり，ky（1y）である。［qK］（［qL］）は2n×1の
ベクトルで，最初のn要素はklの価格であり，残りのn要素はky
の価格である。
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　（4．2）式を全微分して，増加率の形で書けば，
（・・）倉yr馨b準（瞬・奄監）
　　　　　　　・書撃（b玉h＋宅｝＋奄丑、）
　　　　　　　・響詳P整（鯉・紬，
ここで，j＝1，……，　nの場合にはh＝Jとなり，　j＝n＋1，……，2nの
場合にはh＝Uとなる。球hは（4．2）式の逆行列のji要素である。
　直接・間接TFP指数は，
（・・卿一一寧野（噛
　　　　　　　　　一蹴巷qL（b㍗＋1｝）
　　　　　　　　　一罫撃pl（騨鋤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（h＝J，U；j＝1，……，　n）
（4．4）式に登場する3つの分数は直接・間接要素分配率であり，（2．10），
（2．11）のdh」に対応するものである。ここで定義されるTFP指数，
17㍗をT指数と呼ぶことにする。
　本研究の関心の1つは日米間のTFPの波及効果，つまり，日本（米
国）のTFPが米国（日本）の生産費にどのように影響を及ぼすかという
点である。これを数量的にとらえるために，もう一種類の直接・間接TFP
指数を考えてみたい。T指数を導出するには2n本（日本についてn本，
米国についてn本）の方程式を同時に解かねぽならない。日米間のTFP
20
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波及を除いたケースはこの2n本のシステムを日，米n本つつ別々に解け
ばよい。具体的には，（4．2）式において，T」U＝TU」二〇と置くのである。
つまり，日・米両国について，輸入は相手国からのものと第3国からのも
のを区別せず，すべて外生あつかいし，本源的生産要素として処理するの
である。
　この場合の日・米の生産費は，
　　　　　　　　　け　　　　　　　　　　　　　れ　　（4．5）pl＝Σpltl」鴫＋ΣpllJ（1－tl」）鴫＋qもkl＋q旦jll，
　　　　　　　　　　　　　　i＝1i＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＝1，……，n）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．6）Py＝ΣPFtFu娼＋ΣPIIu（1－tFu）娼＋q畏jky＋qEjly．
　　　　　　　　　　　　　　　i冨1三ゴ1
ここで，prJはi財の総輸入の価格である。（4．5）を解けば，日本の価
格は，
　　（4．6）．［pJ］＝［1－A／JTJJコー1
　　　　　x｛［kJコ［q長］＋［IJコ［qZ］＋［A」（1－TJJ）■pMJ］｝．
となり，（4．5’）を解けば，米国の価格は，
　　（4．6’）　［puコ＝［1－A’UTuu］一1
　　　　　　x｛［ku］［q呈コ＋［lu■qE］＋［Au（1－Tuu）］［P即コ｝．
となる。（4．6），（4．6’）を全微分して，増加率の形で書けば，
（塩・畔群野（瞬・輪）
　　　　　　　　・禽b｝竪L（ハ　　　　　　　　blp＋1｝＋能、）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21
　　　　　　　・禽㈱寄）P触・器モ艶・・剛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（h＝J，U；j＝1，……，　n）
ここで，blFは，　h＝Jなら（4．6）式の，　h＝Uなら（4．6’）式の逆行列の
ji要素である。ここから導びかれる直接・間接TFP指数は，
（4．8）π許一一碧b｝響（61評・良｝）r薯b｝嬰（細｝）
　　　　　　　　一が牲ザ）P獣（　　　　　　　　t弊hbl婿一避磯）・
　　　　　　　　　　　　　　　　（h＝J，U；and　j＝1，……，　n．）
この指数を直りに1指数と名付けよう。本研究で，いま一つ興味深いの
は直接・間接TFP指数と従来の直接TFPが数量的にどの程度異なるか
という点である。この差を計測するため，直接TFP指数をここで導出し
ておこう。直接TFPのベースになる価格方程式は1指数の場合と同じ
である。つまり，日本については（4．5），米国については，（4．5’）がそのま
ま使える。直接TFPはこれら2本の方程式を解かず，そのまま全微分す
ることによって導出できる。まず，全微分の結果は，
　　　　　　＾　　n　t坤a亘P皿h　　　　　　　＾
　　（4・9）P｝一遇1誌1　　　　　　　　　　　（鐙h＋a島十P罫h）
　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　・禽（1－t響（、≡艶鵠・倉）
　　　　　　　・響幅）・螺｝（1｝働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（h＝JorU；j＝1，・・…・n．）
　直接TFPをM指数と呼ぶことにすると，それは次のようになる。
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　　　　　　＾　　　　ntひhahp珂h　　（4・10）E夢h＝一ヨ1ヨ｝1　　　　　　　　　　　　　　（t h＋a込）
　　　　　　　　　一禽（1－t欝Pひ（、三審岡
　　　　　　　　　一購斜会ト響1郭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（h＝JorU；」＝1，……，n．）
　これまでの分析はすべて連続時間のタームでなされてきた。しかし，実
際に入手可能なのは連続ではなく，離散時間のデータである。つまり，時
間の最小単位を無限少にとることは当然，現実にはでき’ないわけで，本研
究では，時間単位は年（365日）をとっている。TFP指数計測に際しての
「離散近似」は，次のように行なわれる10）。
　説明の便宜上，資本（K），労働（L）のみを生産要素とする生産関数
　　（4．10）　Xt＝F（Kも，　しし，　Tも）
を考える。Xは産出量でTはシフト・パラメターである。そえ字のtは
各変数の日付けで，具体的には，1963といった年が入る。（4．10）を全微分
　　　　　　　　　バして，直接TFP（E）を導びくと，
　　　　　　ム　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　バ　　（4．11）　Et＝X。一θK，tKt一θL，tし
となる。θK，t（θL，t）は資本（労働）のt期における要素分配率である。こ
の離散近似は，
　　（4．12）　Eb＝（Log　Xt－Log　Xt＿1）一θK（Log　Kr　Log　Kも＿1）
　　　　　　　　一θ1．（Log　Lt－Log　L仁1）
となり，θK＝（θK，t＋θK，t－1）／2及びθL＝（θL，t＋θ恥．1）／2である。一般的
に，TFP分析では，　tは一年間で，毎年TFPが計測され，ウェートと
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なるθも毎年変化する。しかし，本研究では，データの制約上，1963年と
1970年の2時点のみからTFP指数を計算せざるを得なかった11）。
第5節　計測結果
　本研究では，1963年と1970年の日・米28産業の総産出，資本投入，労働
投入，中間投入，及び輸入のデータを使って実証分析を行ない，前節で導
出した，T，1，　Mの3指数を計算している。（使用データの詳細はHama・
guchi［1985］参照）
　日本と米国は，本研究の対象として特にふさわしいと考えられる。日
本にとって米国は最大の貿易相手国であり，米国にとって日本はカナダ
につぐ重要な相手国である。米国と日本が世界第1位と第2位のGNPの
規模をもつ経済大国であることからしても，両国間の経済関係は重要であ
る。
　本研究の観察期間，1963－70年は日本の高度成長期である。米国も成長
率は低くなかったが，成長率の日米格差が特に顕著だった期間であること
は確かである。技術進歩が経済成長で重要な役割を果たすことはくりかえ
し実証的に確かめられてきたし，日本ぱその典型的な例と考えられてい
る12’。従って，日本の高度成長期に技術進歩楽ないしTFP増加率を計測
するのは適切といえよう。さらに，この期間は日・米貿易摩擦の兆候が
現われはじめた時期でもある。貿易摩擦の1つの原因は日米の比較優位構
造が急速に変化した点にあると考えられるが，その背景として，両国の
TFP増加率格差があるかもしれない。1953年に発表された，　Leontiefパ
ラドックス以来，比較優位決定因として，技術進歩の重要性が認識される
ようになったことから考えても13），日米TFP増加率格差は興味ある課題
であるが，TFPの国際波及という本研究のテーマはこの課題を一歩進め
るものといえよう。
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　以下では，計測結果を要約してみたい。
　TFP指数
　まず，TFP指数そのものについて見てみよう。計測結果の要約は表
5．1に示されている。指数の記号は2文字からなっている。最初の文字は
T，1，Mの3種類のTFPを区別するために付けられた。
　　　　　　　　　　　　表5．1TFP指数
　　　　　　　　Index　　　　Mean　　　　　S．　D．? 36，698
15．202
?
Iu
31．824
15．159? 13．026
7．1800
17．！82
11．214
17．392
11．216
12．842
8．1082
　2番目の文字は国をあらわし，Jは日本，　Uは米国である。　TFP指数
は1963年から1970年の累積増加率（年平均増加率ではない）をパーセンテ
ージで表わしている。例えば，36．698なら，1970年のTFPレベルが1963
年レベルの36．698％増し，つまり1．36698倍になったことを示す。「平均」
は28産業のTFP指数の算述平均であり，「標準偏差」は，　TFPの標準偏
差である。計測結果の詳細は付表1，2の第1列を参照されたいが，要約
された結果についてここで見ておぎたい。まず，日本のTFPはいずれも
米国のそれの2倍を超えている。又，標準偏差も日本の方がはるかに大き
い。この結果は両国の（直接）TFPの従来の研究で得られたものと整合
的である。つまり，日本の経済成長は急速な技術進歩を伴ったといわれて
きた。これは日本が経済発展のrlate　comer」の地位を巧みに利用した，
すなわち，古い資本設備の償却にわずらわされず，海外，特に，米国から
借り入れた，より新しく，効率的な技術を利用できたことによるところが
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大きい。これは戦後期により顕著に見られる。というのは，第2次世界大
戦によって海外から日本への技術移転が止まっただけでなく，戦災によっ
て多くの資本設備が破壊されたからである。実際，日本のTFP増加率
は総産出の増加率と正の相関をもっている。
　他方，日本と米国のTFP増加率格差は自動車，一次金属（鉄鋼を含
む），や電機など日・米の経済摩擦の焦点となっている産業で大きい。これ
は日本の対米輸出競争力の決定要因として，TFP増加率格差が重要であ
ることを示唆しているのかもしれない。
　次に，T指数と1指数の差に注目してみよう。この差は日米間のTFP
波及効果を含む（T指数）か含まない（1指数）かによる。平均的に見れ
ば，わずかながら，T指数の方が1指数を上まわっており，日米間波及は
無視でぎないことがわかる。ここで興味深いのは，米国のT，1指数格差
が大きいのは自動車，輸送機械，一次金属などである点である。こうした
日本からの輸入によって被害を受けている産業が日本から輸入された中間
財を投入することによって利益を受けているというのはある意味で皮肉に
ひびく。同時に，米国議会で審議されてきたローカル・コンテソト法案は
自動車産業を保護するのではなく，むしろ被害を及ぼすという可能性があ
るといえる。
　TFPの国際波及と並んで興味のある国内波及について見るため，1指
数とM指数の差を見てみよう。この差が間接TFPに相当することは前
にも述べた。平均的にみて日・米両国で1指数はM指数の2倍以上であ
る。この結果から他産業でおぎた直接TFPが自産業の生産費を下げる
（つまり，間接TFPによる）効果は自産業の直接TFPが自らの生産費
を引き下げる効果を上まわっていることがわかる。
　各生産要素の貢献
　次に，TFPに対する各生産要素の貢献について見よう。ここでいう貢
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献とは次のような意味である。例えば，（4．4）式を見ると，右辺第1項は
資本生産性の上昇による効果，第2項は労働生産性の上昇の効果，第3項
は輸入中間財投入の生産性上昇による効果を表わしている。これらの効果
を，各生産要素の貢献と呼び，パーセンテージで表わした結果は付表の第
2列～最終列に示されている。付表では各要素の貢献を文字で表現してい
る。最初の文字はTFP指数の種類（T，1，　M）を，まん中の文字は貢献
をする生産要素の種類（K＝資本，L＝労働，　M；輸入中間財，　D＝国産中
間財）を，そして，最後の文字は国名（J＝日本，U＝米国）をそれぞれ
表わす。計測結果を見ると，多くの産業で，貢献のパーセンテージが100
をこしたり一100を割ったりしているが，これは生産要素によって，その
貢献がプラスになったり，マイナスになったりするためである。各要素の
貢献の和は，常に＋100％（TFPがプラスの場合）又は，一100％（まれに
見られる，TFPがマイナスの場合）となる。計測結果は表5．2にまとめら
れている。
　　　　　　　表5．2各生産要素のTFPに対する貢献
指数 資本 労働　輸入中門陣内中酬? 一24．498
－50，038
116．95
78．508
一6．9485
56．160
IJ　　　　　　　　－30．596
1U Dヒ49・464
127．71　　　　－11，396
77．175　　　　　58。004? 一80．843
－17．218
185．38
106．21
一12．565　　　　－27．689
－56．516　　　　－74．083
　まず，予想どおり，労働は例外なく正の貢献をしている。労働の貢献は
日本の方が米国より大きい。これは，日本の労働生産性上昇率が特に高か
ったことを示す。というのは，労働の貢献は労働の分配率と労働生産性上
昇率の積であるが，日本の労働分配率は米国のそれよりむしろかなり低い
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からである。換言すれば，日本のTFP増加は米国のそれにくらべて，
労働生産性上昇によるところが大きいことを意味する。この傾向は直接
TFPの場合より直接・間接TFPの場合により強くあらわれている。
　資本の貢献は，表5．3に示されているように，平均的にみてマイナスで
あり，産業別に見ても，資本が負の貢献をする産業の数は正の貢献をする
産業の約2倍である。これはKaldor［1981］のいわゆる「Stylized　facts」
と整合的である。つまり，資本労働比率が上昇する反面，資本係数のトレ
ンドは特定の方向性をもたない。従来の直接TFPについての研究（たと
えば，黒田［1981］）では，資本生産性の伸びが低いかマイナスという傾
向が米国よりもロ本でより強いことが指摘されているが，本研究の計測結
果はこれを直接TFPについて再確認している。しかし，直接・間接TFP
については結果が逆になっており，日本にくらべて米国は間接投入として
資本をより多く使っていると見られる。
　輸入中間財の貢献については，日・米で対照的なパターンが見られる。
貢献は日本については負，米国については正である。このことから，日本
は輸入中間財への依存を高め，米国ではその逆が起っていることが示唆さ
れる。
　最後に，TFP指数と産業の特性をあらわす諸指標の間にみられる相関
のうち興味深いものについてふれておこう。第1に，TFP指数と粗産出
量価格の増加率の間には高い負の相関がみられる。これは，両国のすべて
の指数についてみられるが，TFPの増加が生産費引き下げに貢献してい
る証拠と考えてよいだろう。日本についてはTFP指数と実質輸入増加
率，及び実質輸入需要比率の間に，やはり負の相関がみられる。これは，
比較優位の決定因としてTFPが重要であるという仮説を支持するものと
いえよう。
　最後に，二二の計測例について若干ふれておく。いうまでもなく，本研
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究の実証分析の中心テーマである直接・間接TFPを計測した例はない。
一方，直接TFPの計測例はあまりに膨大であるから，注1と12にあげた
諸論文を参照していただくとして，ここでは，本論と特に関係の深いもの
を紹介しておく。いずれも中間財投入を考慮しており，日，米又は双方を
本研究とほぼ同期間について分析している。Nishimizu－Hulten［1978］と
Ezaki［1978］は日本，　GolloP－Jorgenson［1980］は米国について分析し
ており，黒田［1981］はこの3番目の文論の計測結果と自ら行った日本に
ついての分析を比較している。さらに，Norswarthy－Malmquist［1983コ
は自分たち独自の日米比較研究を行っている。これらの計測結果の共通
点としては，（a旧本のTFP増加率が米国のそれよりはるかに高い。（b）日
本の経済成長の特徴は，労働生産性と資本一労働比較の高速な上昇，及び
中間財投入生産性の安定ないし若干の減少であったが，アメリカでも同様
なパターンがみられる。ただし，アメリカの変化ははるかにゆるやかであ
った。ここで紹介した諸論文は，いずれも，TFPの増加率を計測してい
る。これに対し，TFPのレベルの日米比較を行った興味深い研究として，
冨orgensQn－Nishimizu［1978］が上げられる。この研究の結論は「……
1973年までに，そして，1974年にも，日本の技術水準は米国のそれを追い
ぬいた……1960－74年の期間に総産出量の日米格差が劇的に縮少した原因
は，日本の資本投入が米国の資本投入にくらべて，かなり増加したこと
と日米間の技術格差がせばまったことにある。」（Jorgenson－Nishimizu
二1978，P．723］ここに上げた諸研究の計測結果はいずれも本研究の結果と
整合的といえる。ただし，直・間接TFPの計測は本研究が最初であるの
で他と直接比較できない。今後，さらに直接・間接TFPの計測をつみか
さねていきたい。
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結　語
　本研究は新しく直接・間接TFP指数を提示している。その新しさは次
の諸点にある。
　（i）従来のTFPが産出物1単位当りの直接投入の節約の程度を測るの
に対し，新しい，直接・間接TFPは産出物1単位当りの直接・間接投入
の節約度を測る。
　（ii）従来のTFPは各産業の生産（又は費用）関数のシフトの程度を測
るのに対し，新しいTFPばある産業の生産費が自産業の費用関数のシフ
トによって直接に，（自産業に中間財を供給する）他産業の費用関数のシ
フトによって間接的に影響を受ける程度を測る。
　㈹　新しい，直接・間接TFP分析では∫中間財価格を内生変数，本源
的生産要素価格を外生変数として，両者を明確に区別する。この点で両者
を同等にあつかっていた従来のTFP分析と異なる。
　㈹　従来のTFP分析では，直接投入しか考慮されていなかったのに対
し，直接・間接TFP分析では，（中間財に体化された）間接投入も計算に
入れる。その結果，国産の中間財はすべてモデルから除去される。要する
に，直接・間接TFPはある産業で起った直接TFPの変化が，その産業
の産出物が中間財として他産業で使われることを通じて他産業へ波及して
いく効果をとらえる。そして，中間財が貿易されることを通じTFPの国
際波及もおこるのである。
　直接・間接TFPの計測結果は次のように要約できる。
　（i）ほとんどすべてのTFP指数は正で，日本の指数は米国の指数より
かなり大きい。
　（ii）日米間のTFP波及効果はわずかではあるが，両国の生産引き下げ
に正の貢献をしている。
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　㈹　自産業の生産費がTFP変化によって受ける影響のうち，他産業で
おぎた直接TFPの変化の間接効果の方が自産業でおきた直接TFP変化
による直接効果より大きい。
　　　　　　　　　　　　　　　　付表1　丁指数（日本）
Industry???????????????? ?? ?? ?? ??AGRICULTUREMINING
CONSTRUCT．
FOOD
TEXTILE
APPAREL
LUMB．　WOOD
FURNITURE
PAPER　PULP
PRINTING
CHEMICALS
PETROLEUM
RUBBER
LEATHER
GLASS
PRI．　METALS
METAL　PROD．
MACHINERY
ELECT．　MACH．
TRANSP．　EQU．
MOTOR　VEHC．
INSTRUMENTS
MIS．　MANUF．
UTIHTIES
TRAN．　COMM．
WHL．　RETAIL
FINAN．　INST．
SERVICES
TJ ?????? ? ? ?????
TMJ TKJ ????＝ ＝ ? ? ＝‥ ????＝』． ー
TLJ
02
O9
R7
???????????????????????
??
??????????
??
2
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NX2T}SX(xpa)
Industry
 1
 2
 3
 4
5
6
7
 8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
'27
28
AGRICULTURE
MINING
CONSTRUCT.
FOOD
TEXTILE
APPAREL
LUMB. WOOD
FURNITURE
PAPER PULP
PRINTING
CHEMICALS
PETROLEUM
RUBBER
LEATHER
GLASS
PRI. METALS
METAL PROD.
MACHINERY
ELECT. MACH.
TRANSP. EQU.
MOTOR VEHC.
INSTRUMENTS
MIS. MANUF.
UTILITIES
TRAN. COMM.
WHL. RETAIL
FINAN. INST.
SERVICES
TU
l
f
]
18. 39
 8. 47
 4. 25
15. 77
39. 60
23. 44
26. 22
14. 16
16.28
15.08
24. 87
51. 86
22. 00
10. 86
 9. 16
 3. 36
10. 88
12. 16
17. 98
 6.01
-L 33
11. 52
13. 32
19. 83
11 54
10. 94
10. 09
- 1. 04
TMU
 27.64
 48. 28
 126.24
 39.20
 18. 59
 26.79
 40.03
 44.26
 60. 46
 31. 09
 24.45
 -63. 52
  19. 47
 37.61
 79. 20
 288. 44
 62.25
 30. 99
  19. 24
 37.45
-295.61
 20.28
 40. 92
 26.93
  10. 29
  9. 55
  9. 07
-34.63
TKU
'
TLU
-20.21
  14. 59
-66.25
- 12. 64
  10. 12
 -2.08
  1.08
- 13. 40
- 14. 94
 -1.20
  11.42
  11.73
  5,26
- 23. 84
-21.77
- 169. 09
-26.58
-20.34
- 12. 00
-98.88
-601.75
-22.78
-24.98
 28. 29
- 24. 39
- 14. 39
  11,13
- 303. 17
 92, 57
 37. 13
 40.00
 73. 43
 71. 29
 75.29
 58. 88
 69. 14
 54.48
 70.11
 64.14
 24.76
 75. 27
 86.23
 42. 57
- 19. 35
 64. 33
 89. 34
 92.75
161. 43
206. 15
102. 50
 84.06
 44. 78
114. 10
104. 84
 79. 80
168. 54
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Industry
 1
 2
 3
 4
 5
 6
 7
 8
 9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
-21
22
23
24
25
26
27
28
AGRICULTURE
MINING
CONSTRUCT.
FOOD
TEXTILE
APPAREL
LUMB. WOOD
FURNITURE
PAPER PULP
PRINTING
CHEMICALS
PETROLEUM
RUBBER
LEATHER
GLASS
PRI. METALS
METAL PROD.
MACHINERY
ELECT. MACH.
TRANSP. EQU.
MOTOR VEHC.
INSTRUMENTS
MIS. MANUF.
UTILITIES
TRAN. COMM.
WHL. RETAIL
FINAN. INST.
SERVICES
?
F
 41. 49
 46.96
 31. 23
 32. 88
 48. 31
 41. 49
 27.75
 21.69
 37.09
 15. 46
 51. 23
 29. 10
 16. 42
 31. 72
 28. 57
 32.29
 30.68
 58. 42
 54 08
 56. 06
 40  82
 47. 57
 23. 05
 30. 11
 6. 05
 30. 99
- 14. 18
-6.25
IMJ
-3. !1
-5. 86
- 10. 98
-3.79
-2.41
-5. 15
- 16. 40
-24.32
-2. 47
-8. 40
  3.81
-30.48
-7.71
-6. 39
-20.26
-22,90
-IL 64
 O. 62
-2.20
-1.64
-1.55
-5.61
- 11. 08
-16.71
- 53. 68
-5. 11
-7.96
r35.71
IKS
-29,90
 -O. 39
-16.79
-21. 81
 -4. 66
- 12. 48
-32.09
-35.67
 -5.93
- 93. 80
  12.38
  28. 40
-100.65
-13.00
 -4. 18
  15. 22
- 13. 94
  12.84
  23. 31
  8. 03
  3. 09
  8. 75
- 53. 42
  37. 81
- 170. 10
-20.35
- 164. 25
-213,11
ILS
133.00
106.25
127.77
125.59
107. 07
117.63
148.49
159. 99
108.40
202.21
83. 81
102.08
208. 36
119.39
124. 44
107.67
125. 57
86.54
78. 89
93. 62
98, 46
96. 86
164. 50
78. 90
323.78
125.46
72.21
148. 82
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NX4u.ex(*as)
Industry
 1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
AGRICULTURE
MINING
CONSTRUCT.
FOOD
TEXTILE
APPAREL
LUMB. WOOD
FURNITURE
PAPER PULP
PRINTING
CHEMICALS
PETROLEUM
RUBBER
LEATHER
GLASS
PRI. METALS
METAL PROD.
MACHINERY
ELECT. MACH.
TRANSP. EQU.
MOTOR VEHC.
INSTRUMENTS
MIS. MANUF.
UTILITIES
TRAN. COMM.
WHL. RETAIL
FINAN. INST.
SERVICES
IU
18. 38
 8. 41
 4. 28
15. 76
39. 47
23. 27
26.47
14. 23
16.31
15. 06
24. 81
51.81
21.92
10. 79
 9. 16
 3. 28
10. 81
12. 07
17. 84
 5. 81
- 1  40
IL 41
13. 25
19.82
11  50
10. 92
10. 07
-1.05
IMU
 27.73
 47.97
134.90
 39.69
 21. 01
 31, 76
 44. 44
48. 88
62. 58
31.60
24.78
63. 61
20.63
4Q. 30
81.76
305. 65
66.63
32. 35
20. 43
32. 01
293. 79
21. 16
44.23
26. 89
 9.74
 9. 24
 8.73
31.62
IKU
 -20.02
  15. 15
 -67.60
 - 12. 50
  9. 49
 -3.39
  O. 34
 - 14. 24
 - 15. 24
 -L 18
  11.42
  11. 77
  5. 03
 -24.40
- 22. 38
- 177. 16
-28.25
-20.87
- 12. 50
-99.80
-574.81
-23.21
-25.82
 28. 38
- 24. 16
- 14. 16
  11.63
-296.51
ILU
 92. 29
 36. 89
 32. 71
 72. 81
 69.49
 71. 63
 55. 22
 65. 36
 52. 66
 69. 58
 63. 80
 24.62
 74. 34
 84.10
 40.62
-28.49
 61. 62
 88. 52
 92. 07
167. 79
181. 02
102.05
 81. 59
 44.73
114.43
104.91
 79.64
164. 89
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Industry
 1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14.
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
AGRICULTURE
MINING
CONSTRUCT.
FOOD
TEXTILE
APPAREL
LUMB. WOOD
FURNITURE
PAPER PULP
PRINTING
CHEMICALS
PETROLEUM
RUBBER
LEATHER
GLASS
PRI. METALS
METAL PRoD.
MACHINERY
ELECT. MACH.
TRANSP. EQU.
MOTOR VEHC.
INSTRUMENTS
MIS. MANUF.
UTILITIES
TRAN. COMM.
WHL. RETAIL
FINAN. INST.
SERVICES
MJ MDJ
 31, 93
 34. 61
 lo. 4o l
 lo. s4 F
 16.46
 12.63
  4. 62
  3. 93
 13. 22
-1.08
 26.78
 14. 12
-2. 82
  8. 12
 14.43
 9, 30
 12.83
 30. 53
 26,32
 26. 95
 13. 38
 25. 10
  L 73
 19.48
-3.43
 28. 54
-8 81
-15.08
 -5.37
  17. 57
  2.01
 51. 48
 46.99
 60. 89
-25.27
- 148. 23
 9.08
-414.60
54. 22
129. 32
 4.74
 O.21
56. 38
17.38
13. 85
21. 44
16.98
11.31
28.75
24. 52
-2eo.47
  2. 36
-279.93
-19.79
 106.07
-97.18
MMJ
-L63
  1. 87
-7.78
-4.67
-5, 17
- 12. 35
- 54. 58
- 38. 13
 2. 33
-41.88
 4. 92
-59.29
-4.20
-7.61
-33.91
-25. 13
-1.65
 2. 58
-O.43
-1.95
 4.77
-3.41
-45.63
-2. 13
- 13. 97
-O.43
 1. 51
-3. 86
MKJ
-30.58
-11.35
-28. 52
-23.85
 -9.04
-32.80
-33.17
-88.57
 -6.36,
-922.34
  1. 35
  5.28
-357.66
 -4.79
-26.45
 15.04
-39.51
  8. 99
 29. 85
 14.08
 -4.56
 10.40
- 92.94
 53. 20
-87.93
  1. 10
-259.90
-42.58
MLJ
137. 58
91. 90
134.28
77. 04
67.22
84.26
213.01
374. 93
74. 96
1, 278. 83
39. 50
24.69
257. 11
112. 19
103.98
92.71
27.30
66.99
3.61
76.56
71. 04
68. 49
819.04
46. 57
481. 84
119. 12
52. 32
43. 62
35
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!ndustry
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
!2
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
AGRICULTURE
MINING.
CONSTRUCT.
FOOD
TEXTILE
APPAREL
LUMB. WOOD
FURNITURE
PAPER PULP
PRINTING
CHEMICALS
PETROLEUM
RUBBER
LEATHER
GLASS
PRI. METALS
METAL PROD.
MACHINERY
ELECT. MACH.
TRANSP. EQU.
MOTOR VEHC.
INSTRUMENTS
MIS. MANUF.
UTILITIES
TRAN. COMM.
WHL. RETAIL
FINAN. INST.
SERVICES
MU
 8. 51
 3. 08
-2  33
 4.11
18. 80
 4. 72
14, 56
 4. 46
 6.05
 7. 73
12. 75
38. 12
 9. 79
 2. 07
 2. 72
- !. 18
 6. 53
 6. 80
11. 00
 1. 04
-4.43
 6. 26
 5. 33
14. 15
 7. 59
 7. 73
 7. 88
-2.80
MDU
  20. 22
-278.38
- 14. 94
-15.49
  36. 39
-47.63
  4. 04
-53.78
-41.21
 -1.13
  33. 14
  19. 64
  29. 23
- 159. 52
-117.43
-681.57
 -1.64
-23.38
  18. 03
-493.44
-47.87
-113.80
-24.50
  10.43
-10.77
 -5.74
  19. 74
-132.96
MMU
2. 85
5. 10
98. 94
56. 31
 18. 11
61. 48
7. 18
71. 57
90. 10
26. 14
 15. 84
68. 35
 12. 54
82. 38
171.58
491. 47
6.63
 18. 74
 9. 23
-7. 09
23. 66
 12. 92
46.66
25. 17
-3.03
-O. 31
-7. 37
-2.71
MKU
-36.04
 139.93
-74.35
  3. 75
  1. 69
-18.61
  2. 98
-21. 14
- 13. 54
  3. 68
  6.00
  3.41
 -3.27
- 37. 59
- 20. 34
-60. 35
-11.26
 -7. 35
- 10. 99
- 192. 05
-95.67
  9.71
-33.85
  31. 27
-26.57
- 16. 20
  54. 14
-59.48
MLU
  92. 97
 153. 36
-109.64
5. 42
43.81
04. 76
45. 80
103. 35
64. 65
71. 31
45.03
 8. 60
61. 50
214.74
66. 18
150. 45
66. 27
111.99
83. 74
792.58
 19. 88
91. 17
111.69
33. 12
140. 37
122. 25
33. 49
95. 15
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　　付論　直接・間接TFP導出の2方法
　第2節で示したように，直接・間接TFPを導出するには2つの方法が
ある。第1の方法は，生産費の定義である（2。6），（2．7）式から出発す
る。一方，第2の方法は，一般的な費用関数，（2，13），（2．14）式から出発
する。この付論では，これら2方法が全く同じTFP指数を導出すること
を証明する。
　第1の方法
　便宜のため，生産費の定義をもう一度書くと，
　（A、1）　P1＝a11P1＋a21P2＋vKlqK十vLlqL，
　（A．2）　P2二a12P1＋a221）2＋vK2qK＋vエ2qL．
　ここで，Pj，　qK，　qLは1産業における粗産出，資本投入，労働投入の
価格であり，aijは，　i中間財の」産業における投入係数，　VKjとVL」は
それぞれ資本と労働のj産業における投入係数である。
　（A．1），（A．2）を内生変数，P1，P2について解いて行列の形で書け
ば，
（A・3）
m；：］一［二｝111：lr［ll：ll］［1「
　　　　　　　　一［1：llば1：1：llllll：鋼［調
　　　　　　　　一［謡1：］［譜
ここでbijは，（転置された）レオンチェフ逆行列のil要素である。　Rhj
はj産業の産出物1単位当りのh要素の直接・間接投入量である。（A．
3）を全微分して整理すれぽ，各産業の直接・間接TFPは・
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（A・・）π・一b＝E＋R黙⇒・
　　　　　　　一一R野K叙・一』竪瓦・
　　　　　　　　　　　　　　　　　（j＝1，2）
となる。
　第2の方法
　各部門の費用関数を再記すると，
　（A．5）　P1＝91（P1，　P2，　qK，　qL，　t1），
　（A．6）　P2＝92（P1，　P2，　qK，　qL，　t2），
ここで，tjはTFPの変化を示すシフト・パラメターである。この2式を
全微分して増加率の形で書ぎなおせば，．
　　　　　　ム　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　（A．7）　P1＝θ11P1＋θ21P2十θKlaK十θLlaL－E1，
　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　（A．8）　P2＝θ12P1＋θ22P2＋θK2奄K十θL2aL－E2，
ここで，θiJ（i，　j＝1，2）はj産業におけるi中閲財の要素分配率，θhj
（h＝K，L；1＝1，2）はh本源的生産要素の1産業における要素分配率，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　ムEjはj産業の直接TFP指数である。方程式体系をP1，　P2について解
けば，
　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ
（A・9）
m訓∵、二1：：r｛［ll：；：：］［ll］勧
これを，物的な投入係数のタームで書きなおすと，
　　　　　　バ
（A…） m；：］一［甑／調聞：r
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　 臓：畿；1：二ll；］［ll］一圃
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　　　　　　　聴納こ：1：ズ謙；；1こ畿1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ喰］一［ll：，羅：］［1：］｝
　　　　　　　一［ll：二綴畿］［1コ・［1：：ら蹴：H戦
争1，第2産業の直接・間接
（A・・1）π・一…倉・＋・・2鷺・一画⇔・＋聖面面
（A・・2）π・一b22倉・＋…；1倉・一門qK奄・＋塁軌⇒・
（A．4）と（A．11）又は（A．12）を比較すれば，第1と第2の方法が同
じ直接・間接TFPを導けることは明らかである。
　［付記］
本論文は筆者がUniversity　of　Michiganの経済学部に1985年3，月に
麗出した博士論文，　Structural　Change　in　Japanese－American　Inter－
iependence：ATotal　Factor　Productivity　Analysis　in　an　lllterna一
；ional　Input－Output　Frameworkにもとづいている。博士論文そのもの
・まHamaguchi［1985］に再録されているので参照されたい。博士論文
乍製に当っては，あまりにも多くの方々から貴重なコメントや批判をいた
だき，資料収集にも協力していただいたので，すべての御名前をあげるこ
とはできない。ここでは，論文審査委員会の共同議長を務められたG。
raxonhouse，　R．　Stern両教授（Michigan大学），貴重なデータを提供
してくださったD．Jorgenson教授（Harvard大学）と西水美恵子博士
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（世銀）に特に感謝しておきたい。又，1985年秋の理論・計量経済学会と
国際経済学会で博士論文の一部を発表した際（浜口　［1986］参照），コメ
ントをよせられた諸先生にも御礼申し上げたい。いうまでもなく，残され
た誤謬はすべて筆者が責任を負うものである。
　注
1）TFP計測に関するサーベイとして，　Nadiri［1970，1972コ，　Kennedy－Thir・
　well［1972］，石渡［1971］などがある。
2）関数のシフトは，文字どおりにとらえれば，f（L）からf’（L）と，関数自体
　が変化することになるが，それでは，数学的処理が困難になるので，通常は，
　関数にシフト・パラメターをそう入して，関数そのものは変化ぜず，シフト・
　パラメターの変化で関数のシフトを表現する。そこで，あたかも，「技術進歩水
　準」という新たな変数が生産関数に加わったかのように見えることになる。し
　かし，シフト・パラメター，Tは生産要素ではないから・Tへの要素配分は存
　在しない。
3）　このモデルは，最初Domar［1961コで提示され，　Star［1974］でも使われ
　た。ただし，これらの論文では，直接・間接TFPという概念は登場しない。
4）「粗生産物」はGross　Outputの訳であり，最終生産物と中間財の和，ある
　いは，中間投入と付加価値の和である。
5）Ferguson［1969］（2章，3章）及びGeorgescu－Roegen［1935コ参照。
6）　この種の研究についての展望はErdilek［1977］Sato　and　Ramachandran
　［1980］及びMoon［1981］がある。
7）地域連関分析の展望として，Richardson［1972コがある。
8）Hartwick［1971］はこれら3人のモデルの間の関係を分析している。
9）資本と労働の価格は，産業によって異なる。これは，資本と労働が異質な要
　素サービスからなる合成体であり，このサブ・カテゴリーの構成が産業によっ
　て異なるためである。生産要素市場が不完全であるとか，生産要素が産業に特
　定化されているといった仮定を設けているわけではない。資本と労働の各カテ
　ゴリーごとの価格は全産業共通である。
10）　この離散近似を最初に提示したのはTornqvist［1936］である。
11）観察期間の期初と期末のデータのみを使った離散近似は，Star　and　Ha11
　［1976］によって検討されている。
12）　日本の技術進歩率計測の代表例として渡部一荏開津［1967コを上げておく。
　Norsworthy［1984］は，　TFP計測の代表者といえるD．　W．　Jorgenson，　J．
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　　KendrickおよびE．　Denisonの計測結果を比較検討しているので参考にな
　　る。その他，注1にあげた参考文献も参照されたい。
13）比較優位決定における技術進歩の役割については，Stern［1975］，　Deardorff
　　［1985コ等でサーベイが与えられている。
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